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Ⅰ は じ め に
　因果関係の立証困難を軽減し，被害者を救済す
るため，諸国において共同不法行為制度が設けら
れている．共同不法行為は，単独不法行為と異な
り，各行為者の行為が一個の損害が生じる不可分
の原因となり，各行為が複数の独立の不法行為と
なるのではなく，一個の共同の不法行為となる場
合である1）．故に，各行為を一個の共同不法行為
として認定するためには，各行為者間に「共同性」
が求められる．このように，共同不法行為におい
ては，「共同性」こそが非常に重要となる．
1 ．問題の所在
　日本における狭義の共同不法行為（以下，単に
「共同不法行為」と記す．）は，民法第719条第 1 項
前段により規定されている2）．この条文によると，
数人の間に共同不法行為が成立する場合，各人は
連帯して責任を負うという厳しい責任が課せられ
る．もっとも，共同不法行為が成立するためには，
各行為者間に「共同性」が要求される．この点に
つき，日本における従来の通説は，「被害者を厚く
保護する」という趣旨から，「共同性」を「客観的
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要 旨
　現代社会において，社会生活の複雑化にともない，複数人による不法行為の発生が増加している．そ
して，多くの国においては，共同不法行為制度の設立により被害者を救済する機能が果たされている．
中国においても，2010年 7 月 1 日，侵権責任法（不法行為法）が施行され，同法は複数人による不法行
為責任に関して，五つの条文を設けている．本稿は，日本民法第719条第 1 項前段における共同不法行為
を意味する狭義の共同不法行為の内容を中心として検討するものである．
　日本法及び中国法における狭義の共同不法行為についての解釈論はいずれも，そのうち，最も重要な
内容となっている「共同性」という文言の意味をめぐって展開されてきた．本稿では，狭義の共同不法
行為における「共同性」の意味について，中国における学説を分析したうえで，日本における学説及び
判例法理を整理し，検討している．そして，比較法研究を通して，両国における解釈論の相違点を分析し，
その到達点を明らかにすることにより，相互の解釈論，立法論への示唆を得ることを目的としている．
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関連共同」と解釈する立場に立っている3）．すな
わち，「行為者の共謀はもとより，共同の認識も必
要なく，その行為が客観的に関連共同していれば
よい」というのである．このような通説によると，
共同不法行為の成立が容易となる．しかし，その
帰責根拠はどこに求められるのかという批判が加
えられている．すなわち，共同不法行為が成立す
る際，各行為者は自己の行為と因果関係のない他
人の行為について全部責任を負う理由は何かとい
うのである．そこで，近時の日本の学説や下級審
判決では，「共同」の範囲をより限定的に解釈した
り，類型的に論じたりする傾向が見られると言え
よう4）．
　一方，2010年に中国において「侵権責任法」が
施行されたが，その中には，日本における上記の
共同不法行為に相当する第 8 条が盛り込まれてい
る5）．そして，この第 8 条が規定している「共同」
という文言の意味について，最も有力な見解は「共
同」の意味を「共同過錯」（共同故意（意思の連
絡）と共同過失の両方の場合を含む．）とする解釈
である6）．この解釈によれば，「共同過錯」によっ
て他人に損害を与えた場合に共同不法行為が成立
し，各行為者は連帯責任を負う．そのうちの「共
同過失」は，主に複数の行為者が不可分一個の損
害結果について「予見すべきであるが，不注意あ
るいは懈怠により損害を生じさせた」場合である
とされている．
　もっとも，「共同過失」の認定については，困難
をともなう．すなわち，各行為者はそれぞれの行
為によって，一個の損害をもたらすことをどのよ
うに予見すべきであったかという問題に答える必
要がある．このことは，「共同過失」の認定基準の
問題であると同時に，連帯責任の射程にも影響を
及ぼす．
2 ．本稿の目的・構成
　以上のような日本及び中国の共同不法行為制度
の現状を踏まえ，本稿では，比較法研究を通して，
中国の「侵権責任法」第 8 条における「共同」の
意味を明らかにすることを目的とする．特に，「共
同性」が認められるかどうかについて，重要な指
標となるのが，行為の一個性である．そこで，こ
の点を中心的な問題意識として，以下，検討を試
みる．
　本稿ではまず，中国における共同不法行為制度
の到達点と問題点を整理し．共同不法行為制度に
関する条文及び学説を分析する（Ⅱ）．次に，中国
法にも影響を与えてきた日本法における学説を整
理する．さらに，日本における学説は主としてこ
れまで種々の公害問題を契機として展開されてき
たことを踏まえ，学説と関連する主要な判例を取
り上げ，分析する（Ⅲ）．そして，日本と中国にお
ける共同不法行為理論を比較し，日本の学説及び
判例法理を参考にして，中国における学説の整理
を改めて行う（Ⅳ）．最後に，以上の内容から得ら
れたものを本稿の結論とし，今後の課題を挙げて
結びとする（Ⅴ）．
　Ⅱ　中国における複数人による不法行為制度
　中国では，2010年に侵権責任法（不法行為法）
が施行された．同法のうち，日本民法第719条第 1
項前段に相当する条文は侵権責任法第 8 条であ
る7）．もっとも，同第 8 条が規定している「共同」
という文言の意味は必ずしも明確ではない．そこ
で，共同不法行為における「共同性」の内容をい
かに理解するのかについて，以下では，まず，侵
権責任法が公布された後の学説を検討していくこ
ととする．
1 ．第 8 条における学説
⑴ 共同故意説8）
　この説は侵権責任法第 8 条における「共同」と
は「共同故意」を意味するとする立場である．す
なわち，複数人に共同の故意による意思の連絡が
ある場合において，不法行為を行い，それによっ
て他人に損害を加えたとき，共同不法行為が成立
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するとされる9）．例えば，A，B，C 三人が一緒に
待ち伏せ，D を襲撃する場合，D が着いた時，A
は D を止め，B は D を殴打し，C は見張りをする
場合が考えられている．ここでは，「意思の連絡」
という主観的要件によって，各行為者の行為は一
体化され，一個の行為となり，それ故，被害者は
それぞれに各行為者の行為と損害との間に因果関
係があることを証明しなくても共同不法行為が成
立するというのである．
　その理由は以下のとおりである．共同不法行為
による連帯責任は，各行為者は自己の行為と因果
関係のある損害結果に対してのみ，責任を負うと
いう「自己責任」原則の例外である．したがって，
この場合において，各行為者に連帯責任を負わせ
るためには，数人の間に意思の連絡があることを
必要とすべきである．そして，ここにいう「意思
の連絡」とは，「各行為者が他人と共同で同じ目的
を追求し，かつ自己の行為と他人の行為を一体と
し，当該の目的を実現させることであり，各行為
者が共同で損害結果を追求し，かつ彼らはそれの
ために「努力」した以上，当然に不法行為法上も
これらの者が当該の損害結果について連帯責任を
負担する」というわけである10）． 
　しかし，「共同故意」のみを共同不法行為の要件
とするならば，「故意」という主観的心理状態の立
証は困難であり，そのため，共同不法行為の成立
範囲が極めて狭くなる．その結果，被害者の救済
が非常に困難になると指摘されている11）．そこで，
共同故意以外，共同過失も含むべきであるという
共同過錯説が主張されることとなるのである．
⑵ 共同過錯説（共同故意及び共同過失を含
む）12）
　⒜この説は同条における「共同」の意味を「共
同過錯」と解釈する立場である．この立場によれ
ば，「共同過錯」によって他人に損害を与えた場合
に共同不法行為となり，各行為者は連帯責任を負
うことになる．ここにいう「共同過錯」とは，「複
数の行為者がその行為あるいは結果に対して共同
の認識を有するか，またはある結果の発生に対し
て共同に合理的な注意を尽くすべきであるにもか
かわらず注意しなかった」場合であるとされる13）．
ここでの「共同過錯」というのは「共同故意」及
び「共同過失」の両方を含む．
　このうち，「共同過失」は，典型的には，各行為
者が不可分一個の損害結果に対して「予見又は認
識すべきであるにもかかわらず，不注意あるいは
懈怠により損害を生じさせた」場合であると解さ
れている14）．例えば，乙が甲の教習を受けて自動
車を運転中に歩行者に怪我をさせた場合が挙げら
れる．
　そして，「共同」の意味を「共同過錯」と解釈す
る理由は以下のとおりである15）．「共同過錯」によ
って各行為者の行為は一個の行為となり，各行為
者が連帯責任を負う前提になる．そうでなければ，
その帰責根拠が問われ，かつ共同不法行為の範囲
が不当に拡大され，当事者に不合理的に連帯責任
を押し付けることになるからである．また，自己
責任原則に従いながら，「共同過失」も含むという
のは，被害者保護に有利であることを根拠とする．
つまり，仮に共同不法行為における「共同性」を
単に「共同故意」のみと解釈するならば，共同不
法行為の適用範囲は非常に狭くなり，多くの「共
同過失」における不法行為の場合，加害者間の連
帯責任が否定されることになる．その結果，被害
者保護に非常に不利である．そして，現代社会に
おいて，過失に基づく共同不法行為は少なくない
ため，「共同性」の意味を「共同過失」まで拡張す
るのが現代社会の要請に応える．しかも，「共同過
失」という概念によって，様々な新しいタイプの
不法行為に対しても連帯責任の適用の可能性が生
じることを根拠とする． 
　⒝しかし，「共同過錯説」において，「共同過失」
の存在をいかに認定するかということについては，
困難をともなう．すなわち，各行為者は自己の行
為によって一個の損害をもたらすことについて，
いかなる予見義務が存在したのかという問題に答
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える必要がある．この点につき，「共同過錯」とは
「各行為者間にある行為を行う意思が一致している
ことにより各行為者の行為が一体性を有する」と
いう見解も見られる16）．すなわち，この見解は「共
同故意」においては，結果に対しての「意思の連
絡」に基づく「一体性」が存在するのに対して，
「共同過失」においては，共同で行為を行う意思に
基づく「一体性」を有すると考えるのである．こ
こでの意思において，「他人の権利を侵害すること
を目的としているときは共同故意となり，このよ
うな目的は存在しないが，共同で行う行為が他人
に損害をもたらすことを予見，かつ回避すること
ができるにも関わらず，しなかった」場合（予見
義務の存在）において，「共同過失」があるとされ
る．さらに，「共同過失」を認定するには，各行為
者の間一定の関係を有することが要求されると解
されている17）．具体的には，共同で作業をする場
合，共同の目的を有する場合，あるいは共同の関
係が存在する場合が挙げられている．そして，こ
のような共同の関係に基づいて各行為者は自ら他
人に対して注意義務を負い，かつ他の行為者を監
督し共同で注意義務を負うとされる．
⑶ 主観・客観共同説18）
　この説は同条における「共同」の意味を二つの
類型に分ける立場である．すなわち，「主観的基
準」が当てはまる類型及び「客観的基準」が当て
はまる類型はそれらである．
　第一の類型は意思の連絡による共同不法行為の
場合であり，第二の類型は客観的関連共同による
共同不法行為の場合である．前者は「共同故意」
を指し，後者は「共同故意がなく，行われた行為
は直接に結合し，同一の損害をもたらす」場合で
ある19）．ここでの「直接結合」は「客観的関連共
同」という意味であると解されている．すなわち，
「各行為者間には共同の故意は存在せず，それらの
行為は同一の対象を侵害し，かつ各行為が損害発
生の共同の原因である」とされる．さらに，この
場合は「同一，かつ不可分の損害」が要求される．
そして，「直接結合」というのは，「各行為者の行
為が密接に関連し，一個の行為として損害をもた
らし，各行為者の行為は損害の発生に対して不可
欠であり，かつその原因力の大小（寄与度の割合）
を計算できない」場合であると解釈されている20）．
　なお，この説は最高裁判所における人身損害賠
償解釈に沿って解釈していると見られる21）．しか
し，ここでの「直接結合」の意味は依然として明
確ではない．すなわち，「密接に関連する」という
のはどのような場合であるか，その基準が不明確
である．
　また，「侵権責任法」が意思の連絡のない複数人
による不法行為責任を規定していることから，第
8 条における「共同性」は「意思の連絡」を指す
とする主張もなされている22）．さらに，体系的解
釈の立場からも，「主観的過錯」を考慮しないとし
たら，共同不法行為と意思の連絡のない複数人に
よる不法行為を区別できなくなるとも主張されて
いる23）．そこで，次に「侵権責任法」第11条，第
12条の規定について，以下，見ておくこととする．
2 ．意思の連絡のない複数人による不法行為
　共同不法行為のほかに，意思の連絡のない複数
人による不法行為に関する条文（第11条，第12条）
も設けられている24）．意思の連絡のない複数人に
よる不法行為というのは，各行為者の間に「共同
故意」，又は「共同過失」も存在せず，それぞれの
行為がたまたま競合して他人に同一の損害をもた
らす場合であると解されている25）．具体的には以
下のごとくである．
　侵権責任法の規定によると，第11条における因
果関係について，各行為者の行為のいずれも全損
害をもたらすのに十分な行為である場合であると
される．つまり，それぞれの行為が単独で全損害
を生じさせることができると解されている26）．そ
して，この解釈によると，各行為が損害をもたら
すのに十分であり，各行為者間に連帯責任を負わ
せることも合理的であるとされる27）．
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　また，同法第12条における因果関係については，
各行為者の行為は単独で全損害をもたらすのに十
分ではないが，それぞれに結合して損害を生じさ
せた場合であると解されている28）．この場合にお
いては，連帯責任を負わせる帰責根拠を欠き，か
つ，各行為者の行為のいずれも全損害をもたらす
のに十分ではない行為であるため，因果関係の立
証についても困難であることを根拠として，各行
為者に分割責任を負わせるのは妥当であると解さ
れる29）30）．
3 ．小 括
　以上，中国における共同不法行為に関する学説
の展開である．それらのうち，共同故意説は「意
思の連絡」がない限り，連帯責任が課せられない
ことを前提としてより，この立場は自己責任を厳
格に要求している．もっとも，そうだとすると，
共同不法行為における被害者救済の機能を十分に
果たすことができない．そこで，同じく主観説と
主張されている「共同過錯説」においては，被害
者保護の立場から，従来の「主観説」いわゆる「共
謀」という要件を拡張しているのである．もっと
も，その内容は必ずしも明確ではない．すなわち，
如何なる場合に「共同過失」が認められるかとい
う基準を明確化する必要がある． 
　他方，意思の連絡のない複数人による不法行為
の規定はいずれも共同不法行為の成立ではなく，
原因競合における不法行為の規定である．そこで，
「共同性」を明らかにすることによって，共同不法
行為と原因競合における不法行為との区別をする
ことができ，その結果，連帯責任の射程を限定す
ることができる．このような観点から，以下にお
いて，長年活発な議論が行われてきた日本におけ
る学説及び判例法理を分析していくこととする．
Ⅲ 日本における狭義の共同不法行為
1 ．第719条第 1 項前段の内容と従来の通説
　日本における狭義の共同不法行為が成立するた
めには，「行為の関連共同性」が求められる．要す
るに，各行為者の行為を一個の行為と認定するに
は，「共同性」の内容について明らかにしなければ
ならない．この点につき，まず，日本における従
来の通説の立場を整理しておく必要がある．具体
的には以下のごとくである．
⑴ 我妻説31）
　通説である我妻説によると，共同不法行為の成
立における最も重要な要件は「各自の違法行為は
関連共同して損害の原因となる」ということであ
る．その根拠を以下のように述べる．「蓋し狭義の
不法行為おいては数人の行為が何れも当該違法行
為の原因となっている場合なのであるから，その
違法行為を原因として客観的に相当因果関係に立
つ損害はその行為者において賠償すべきは当然で
ある」．すなわち，我妻説は行為者の間に各自の行
為が客観的に関連共同していれば共同不法行為が
成立するという立場である．ここでの「関連共同」
とは，各行為者の行為は損害結果が発生する直接
の原因ではなく，「当該違法行為」の直接の原因で
あると解している32）．すなわち，各行為者の行為
が競合し，まず「当該違法行為」を惹起し，その
「当該違法行為」によって損害結果が発生するとい
うことである．
　我妻説において，単に各行為者の行為は客観的
に関連共同して「当該違法行為」を惹起し，この
「違法行為」によって損害結果が発生するならば，
各行為者は連帯責任を負うことになる．もっとも，
このように，我妻説においては，共同不法行為の
成立が容易となる一方，各行為者が自己の行為と
因果関係のない損害結果に対してまで責任を負う
こととなり，このことが果たして妥当であるのか
について疑問が提起されている33）．すなわち，こ
こでは，従来の通説に対して客観的な帰責根拠が
求められていると言える．
　そこで，加藤説は我妻説を踏襲し，さらに「一
個の行為」といった概念を創り出している．
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⑵ 加藤（一）説34）
　加藤説も通説を形成している．加藤説によると，
共同不法行為の要件として，まず「各人の行為は，
それぞれ独立して，不法行為の要件を具えていな
ければならない」とされている．もっとも，各人
の行為と損害の発生との間の因果関係について，
「各人の行為と直接の加害行為との間に因果関係が
ありそこに共同性が認められれば，共同の行為と
いう中間頃を通すことによって，損害の発生との
間に因果関係があるといってよい」と解釈されて
いる．換言すれば，ここの「共同の行為」という
「中間頃」は我妻説における「当該違法行為」に相
当し，各行為者の行為は「共同の行為」との間に
因果関係があるならば，この「共同の行為」と因
果関係がある損害結果について共同不法行為責任
を負うべきであるというのである．そして，「共同
不法行為の中心問題となる」点につき，「行為者の
間には，関連共同が必要である」と解する．ここ
にいう「関連共同」は，「不法行為者の主観的共同
関係（共謀又は共同の認識）の有無を問わずに，
客観的共同関係があれば足りる」と解されている．
もっとも，加藤説においては，さらに「客観的に
一個の行為があると見られることが必要であるか
ら，主観的な要素を全く無視することはできず，
たまたま数人の行為が競合したからといって，た
だちに共同不法行為になるとはいえない」という
立場である．この「主観的要素」は，「行為の一個
性を認定するための一要素」と解されている35）．
⑶ 小 括
　前述のように，従来の通説である我妻説と加藤
説は「客観的関連共同性」を肯定したものである．
両説のいずれも，なにゆえに各行為者は自己の行
為と因果関係を超えた損害結果についてまで責任
を負うのかという帰責根拠を欠いていると言える．
　もっとも，我妻説においては「各自の行為が客
観的に関連共同するをもって足りる」と主張され
ている一方，加藤説はさらに「主観的な要素を全
く無視することはできず」と主張している．すな
わち，加藤説は「主観的な要素」を否定していな
いと言えるのであろう．
　しかし，通説により「行為の一個性を認定する」
ための「主観的な要素」及び「共同性」の意味は
必ずしも明確ではないため，近時，発展されてき
た学説を分析したうえで，改めてその内容を確認
していく．
2 ．学説の発展
⑴ 主観・客観共同説
　前述のように，通説である「客観的関連共同性」
につき，未解明な点を明確するために，近時の学
説はいずれも，民法第719条の独立の存在意義を念
頭におき，各行為者に連帯責任を負わせる帰責根
拠を探究してきた．以下，近時の学説についてみ
ておく．
⒜　淡路剛久
①　「強い関連共同性」と「弱い関連共同性」36）
　この説は共同不法行為が成立するためには，各
行為者間の行為と損害との間に個別的因果関係を
不要とし，各行為者間の行為の間に関連共同性が
あり，当該関連共同性のある行為と損害との間に
因果関係があれば十分であるという立場である37）．
　その「関連共同性」につき，四日市公害訴訟判
決を分析した上，「強い関連共同性」と「弱い関連
共同性」に分けられていると主張している．すな
わち，第719条第 1 項前段の規定により，各行為者
に連帯責任を負わせ，免責あるいは減責を許さな
いため，「各人の関連共同性」について，「強い関
連共同性」でなければならないという立場である．
そして，「強い関連共同性」の内容については，以
下のごとくである．
　複数人の間に「共謀」あるいは「共同する意思」
がある場合は，「強い関連共同性」が認められるべ
きである．その理由としては，各行為者は「共同
行為へ積極的加担がある」からである．もっとも，
公害のような継続的不法行為である場合，「共同行
為の認識」が認められ，共同不法行為が成立する
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のは容易であり，各行為者に酷過ぎるから，「共同
行為の認識」のある場合，第719条第 1 項前段の範
囲に属さないとされる．他に，上記のような「強
い主観的関連」が存在しなくても，「損害発生の原
因行為に強い一体性が場合」，あるいは「損害発生
の結果へ強い寄与がある場合」において，「強い関
連共同性」であると認められるべきである38）．
　これに対して，「弱い関連共同性」は第719条第
1 項後段の問題とし，「客観的関連共同性」を意味
するとされる．その内容は「結果の発生に対して
社会通念上全体として一個の行為と認められる程
度の一体性がある」と解されている．この場合，
各行為者の行為と損害との間には因果関係が推定
され，行為者側に減責・免責の主張が認められる． 
②日本不法行為法リステイトメント39）
　リステイトメントの条文は「主観的共同」と「客
観的共同」に分けられており，「学説上の主観・客
観併用説に対応する」としている40）．「主観的共
同」の場合においては，「共同する意思」が必要と
される一方，「客観的共同」の場合においては，「数
人の行為者の間に主観的共同がなくても，それら
が客観的に共同して全体として損害の原因となっ
ていれば共同不法行為が成立することをあらわし
たものである」とされる．また，条文における「共
同の原因」は第709条の因果関係より広く，被害者
は「各自の行為が共同の原因の一つとなっている
こと」であり，この点を立証すればよいと解され
ている．
⒝　平井宜雄41）
　この説は「関連共同性」の意味につき，二つの
類型に分けている．
　第一の類型は「共謀・共通の意思」あるいは「共
同行為の認識」がある場合である．もっとも，こ
こでの「共通の意思」につき，「損害発生について
ではなく加害行為についてであれば足りる」と解
される．すなわち，損害発生に対して「共通の意
思」が存在するかどうかを問わず，実際に加害行
為を行ったかどうかにかかわらず，加害行為に対
して「共通の意思」があれば，意思を共通した者
はその結果に対して賠償責任を負う．「共同行為の
認識」については，「他人と共同して行為をしてい
ること」の認識であると解している．この場合に
おいても，その結果に対して各行為者は賠償責任
を負うとされる．
　第二の類型は「意思的関与が存在しない」場合
である．この場合において共同不法行為の成立に
つき，以下のごとくに解釈される．各行為者と損
害との間に存在する「事実的因果関係」の立証は
かなり困難であり，これを緩和し，かつ被害者を
保護するために共同不法行為となるには「加害行
為の一体性」が要求される．ここに「加害行為の
一体性」とは「場所的および時間的近接性の存
在」，「社会観念上の一体性」を意味する．そして，
当該加害行為は「場所的および時間的近接性の存
在」，「社会観念上の一体性」と見られれば，「加害
行為の一体性」が認められ，この「一体性」を根
拠として，たとえ各行為と損害との間に事実的因
果関係の存在の立証が困難であっても，その一体
の行為と損害との間に事実的因果関係が存在すれ
ば共同不法行為が成立する．具体例としては，複
数の工場が川へ廃水を排出して損害を与える場合
において，「工場同志の物理的近接度，操業状態，
地域性，排出の必要度等々の客観的ファクター」
を考慮する必要があると挙げられる42）．
⒞　四宮和夫43）
　この説は「共同性」の内容について二つの類型
に分けられると考えている．第一の類型は「主観
的共同」の場合である．この類型では「一定の関
係にある行為者の行為を認容し，ないしは，そこ
から生ずる結果を引き受ける」場合において，全
責任を負わせることになる．第二の類型は「客観
的共同」，「主観的・客観的共同」の場合である．
前者は「加害原因の複合による，因果関係のから
まり，ないし発生した損害の一体性」の場合であ
り，被害者保護を考慮する責任範囲拡大事由であ
るから，「社会観念上の一体性」という基準によっ
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て限定されるのが望ましいとされる一方，この場
合における加害者間の公平は行為者間で実現すべ
きであるとされる．後者は「主観的共同の要素」
及び「客観的共同の要素」の組み合わせによる「共
同」の場合である． 
⑵ 主観的共同説
⒜　前田達明44）
　この説は「共同」という要件を「主観的共同」
と解釈する立場である．そして，各行為者に全部
の賠償責任を負わせるために「何らかの形で意思
が働く必要がある」と考えている．つまり，共同
不法行為が成立するためには，「主観的要素」を必
要とする．その主観的要素については「共謀」と
いう狭い概念ではなく，「各自が他人の行為を利用
し，他方，自己の行為が他人に利用されるのを認
容する意思をもつこと」であると定義されている．
具体的には以下のごとくに類型化されている．
　①まず，「故意の共同不法行為」の場合である．
すなわち，「各自が当該権利侵害を目指して他人の
行為を利用し，他方，自己の行為が利用されるの
を認容する意思のある」場合である．すなわち，
ここでの「故意」は「権利侵害を目指した目的意
思」であるとされ，そして，各行為者の間に「他
人の行為を利用し，他方，自己の行為が他人に利
用されるのを認容する意思」の存在をもって，関
連共同性の主観的要素であるとされる45）．
　②次に，「過失（行為義務違反）ある共同不法行
為」の場合である．すなわち，「各自当該権利侵害
以外の目的を目指してそのために他人の行為を利
用し，他方，自己の行為が他人に利用されるのを
認容する意思がある」場合である．ここでの「過
失」は「標準人を基準とした結果回避の行為義務
違反」であるとされ，ここでも，各行為者の間に
「他人の行為を利用し，他方，自己の行為が他人に
利用されるのを認容する意思」が存在することが
関連共同性の主観的要素であるとされる46）．
　③さらに，各行為者がそれぞれ「故意」又は「過
失」を有する場合である．すなわち，「一方は，権
利侵害を目指し，他方は当該権利侵害とは別の目
的を目指して，各自他人の行為を利用し，他方，
自己の行為が他人に利用されるのを認容する意思
のある」場合である．ここでも，各行為者の間に
「他人の行為を利用し，他方，自己の行為が他人に
利用されるのを認容する意思」が存在する．
⒝　幾代通47）
　この説によると，数人が共謀して損害を加える
場合，ないしは「数人が共同する意識をもって行
動した結果として他人に損害を与えた場合」にお
いては，「主観的共同関係のある場合の共同不法行
為」であるとされる．そして，「主観的共同関係の
ある場合の共同不法行為」について，以下の三つ
の場合が挙げられている．第一に，「加害の故意」
を有する場合であり，これが最も典型的な場合で
ある．第二に，「加害の故意」はないが，「数人の
者が主観的共同の意識をもって集団的に行動し，
その集団的行動のゆえに他人に損害を与える」場
合である．第三に，数人の中，「ある者は加害につ
いての故意を有し，ある者は加害についての過失
があった」場合である．このような主観的関連共
同性において，各行為者の行為と損害との間の事
実的因果関係の存在が擬制され，各行為者は事実
的因果関係の不存在について立証しても減責・免
責はされないと解される48）．
⑶ 小 括
　上記のように，従来の通説は「客観的関連共同
説」を採用してきたが，「関連共同性」の意味につ
いて必ずしも明確ではない．その中，各行為者の
行為は独立に不法行為の要件に満たすとするなら
ば，第709条により解決できるとなっており，第
719条の存在意義が問われる．一方，単に客観的に
関連共同すればよいとするならば，帰責根拠が求
められる．
　これに対して，近時の学説の見解は必ずしも一
致していないが，「個別的因果関係」を要求せず，
「関連共同性」の要件に向けて解釈され，かつ「主
観的要素」が重視される傾向がある．もっとも，
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「客観的関連共同性」，「意思的関与」，「共同行為の
認識」といった概念は必ずしも明確ではなく，か
つ帰責根拠は具体的に判例の中からどのようにと
らえられるのか，学説と関連する判例を検討する
必要がある．
3 ．判 例 分 析
　以下の判決をめぐっては，論点は多岐にわたる
が，本稿においては，共同不法行為の成立要件に
おける関連共同性の論理に絞って，各判決を分析，
検討していくこととする．
⑴ 山王川事件判決49）
　本件において，Y（被告）は自分以外，他にも損
害をもたらす原因が存在し，自分がその損害の原
因であるとは必ずしもいえないと主張しているが，
最高裁判所の判旨によると，「本件工場廃水の山王
川への放出がなければ，原判示の減収（損害）は
発生しなかった筈であり，右減収の直接の原因は
本件廃水の放出にあるとして，右廃水放出と損害
発生との間に相当因果関係が存する」という原審
の判断が是認された．したがって，本判決は仮に
他の損害を惹起する原因が存在する場合において
も，当該不法行為者は自己の責任を免れないと考
えるべきであることは先例として意義を有すると
解されている50）．かつ，Y 工場だけで，X ら（原
告）の全損害を発生させることができるため，Y
が全部の賠償責任を負うという判旨の結論につい
て学者たちは賛成している51）．もっとも，結論か
ら見ると，本件においては単独不法行為責任とみ
なすべきであると解される52）．そうだとすると，
本判決は民法第719条を適用した意義がなくなるの
ではないかと思われる．しかし，本判決をはじめ，
共同不法行為論の再構成について議論が展開され
てきた点に重要な意義があると考えられる．
　本判決において，最も重要な論点となっている
のは「客観的関連共同性」の内容及び第719条第 1
項前段の存在理由という点が挙げられている53）．
すなわち，本判決は従来の通説を採用したとみら
れるが，その中身は必ずしも明確ではない，かつ，
本判決において「各自の行為がそれぞれ独立に不
法行為の要件を備えるときは，各自が右違法な加
害行為と相当因果関係にある損害についてその賠
償の責に任ずべきであり，」と判示したことによ
り，第709条と第719条との要件が同一になるとい
うことである．前者については，すでに取り上げ
た学説のとおりである．つまり，通説は「客観的
関連共同性」を肯定したものであるが，その中身
はまだ明確ではなく，近時の学説も未だに一致し
ていない．しかし，「各自の行為がそれぞれ独立に
不法行為の要件を備える」という文言から，通説
である「客観的関連共同性」の内容とやや異なっ
ていると考えられる．
⑵ 交通事故と医療事故の順次競合54）
　本判決において，一つの重要な論点となってい
るのは「共同不法行為の成否」という点が挙げら
れている55）．もっとも，本判決は山王川事件とや
や異なり，交通事故と医療事故が順次競合した場
合，「不可分一個の結果」及び両者のいずれも結果
との間に「相当因果関係」の存在を理由として，
共同不法行為責任を認めたものである．しかし，
「不可分の一個の結果」というのは共同不法行為の
要件と解されるべきではなく，不真正連帯債務発
生の要件であると解されている56）．
　他方，学説のいずれも共同不法行為の成立要件
としては，「共同性」が要求されるという立場であ
る．本件においては「意思の連絡」という主観的
共同が存在せず，かつ両行為は「性質上時間的に
先後の関係」であり，「時間的・場所的なずれが存
在する」とされ，「同質的共同の不法行為として集
約することはできない」とか，競合的不法行為と
解し，共同不法行為と解すべきではないとされて
いる57）．すなわち，本件において，主観的共同の
立場はもとより，客観的共同の立場においても共
同不法行為の成立は困難である．したがって，最
高裁判所は交通事故と医療過誤の順次競合につい
て，どのような場合において共同不法行為が成立
98
するのか，まだ明確に判示されてはいないと言い
得る．
⑶ 小 括
　以上，二つの判例はいずれも最高裁判所が第719
条を採用し，共同不法行為の成立を認めた事案と
なっている．そして，共同不法行為の成立要件，
とりわけ「関連共同性」については，「客観的関連
共同性」の立場に立っていると見られる．
　しかし，分析したように，「関連共同性」につい
ては，山王川事件判決において，その内容は従来
の通説と必ずしも一致しているとは言えない．か
つ，交通事故と医療事故の順次競合判決において，
「関連共同性」ではなく，「不可分の一個の結果」
及び「相当因果関係」によって共同不法行為とし
て認めている．すなわち，両判決のいずれも「関
連共同性」について，明確な論理を判示していな
いのである．
　また，学説における共同不法行為の一般理論の
構成により，両方の場合とも共同不法行為の成立
が否定される．すなわち，山王川事件の場合には
単独不法行為責任と見なすのに対して，交通事故
と医療事故の順次競合の場合は，競合的不法行為
であると解される．換言すれば，最高裁判所は「共
同不法行為」として扱っている事案のいずれも共
同不法行為の事例ではないのである．そのため，
以下，「関連共同性」を初めて明確に判示した下級
審における四日市公害訴訟判決及びその後，同じ
論理を踏襲した西淀川公害第一次訴訟判決，西淀
川大気汚染公害第二次～第四次訴訟判決を取り上
げて，分析することとする．
⑷ 四日市公害訴訟判決58）
　本判決は共同不法行為の要件をめぐって，「関連
共同性」と「因果関係」の内容を明確に判示した
ものである．まず，関連共同性の内容について，
「客観的関連共同性をもってたりる」と解し，その
内容を「弱い関連共同性」と「強い関連共同性」
に分ける．「弱い関連共同性」につき，「結果の発
生に対して社会通念上全体として一個の行為と認
められる程度の一体性があることが必要であり，
かつ，これをもってたりる」とする．「強い関連共
同性」につき，「右に述べたような関連共同性をこ
え，より緊密な一体性が認められるときは，たと
え，当該工場のばい煙が少量で，それ自体として
は結果の発生との間に因果関係が存在しないと認
められるような場合においても，結果に対して責
任を免れないことがある」とする．すなわち，「弱
い関連共同性」があり，さらに「より緊密な一体
性」がある場合には「強い関連共同性」となり，
この場合は免責の主張が許されないこととなる．
　他方，本判決は被告工場油化，化成，モンサン
トの間に，「特に，緊密な結合関係がみられる」と
判断した．その理由としては， 3 社の間に「機能
的技術的経済的に緊密な結合関係」を有し，かつ
「右被告 3 社工場は，密接不可分に他の生産活動を
利用し合いながら，それぞれその操業を行い，こ
れに伴ってばい煙を排出しているのであって，右
被告 3 社間には強い関連共同性が認められるのみ
ならず，同社らの間に前記のような設立の経緯な
らびに資本的な関連も認められるのであって，こ
れらの点からすると，右被告三社は，自社ばい煙
の排出が少量で，それのみでは結果の発生との間
に因果関係が認められない場合にも，他社のばい
煙の排出との関係で，結果に対する責任を免れな
いものと解するのが相当である」からとする．こ
の点は，主観的共同説における「主観的共同関係」
とほぼ一致するものであると解されている59）．さ
らに，より緊密な一体性というのは「意思的一体
性」，すなわち，「より緊密な組織としての人的資
本的一体性」であると解されている60）．すなわち，
「人的資本的に密接な関係のある人格間に意思的関
与があれば，その行為には一体性が認められる」，
そして，このような「より緊密な意思的関与があ
るとき」，「他人の行為を行為支配することにより，
その他人の行為は自己の行為とされ，そこで，そ
の他人の行為の結果も自己の行為の結果として，
自己に帰責される」という帰責根拠であるとされ
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る61）．
　以上，本判決においては，「強い関連共同性」と
「弱い関連共同性」をともに第719条第 1 項前段の
解釈問題とせず，前者の場合にのみ同条前段を適
用し，後者の場合は同条後段を適用すべきである
と解されている62）．そこで，その後，四日市判決
の共同不法行為理論を踏襲し，「強い関連共同性」
と「弱い関連共同性」を第719条第 1 項前段と後段
にそれぞれに適用した判決を分析する必要がある．
⑸ 西淀川公害第一次訴訟判決63）
　本判決は，まず，民法第719条第 1 項前段の共同
不法行為の論理について，以下ように判示してい
る．共同不法行為における関連共同性は「必ずし
も共謀ないし共同の認識あることを必要とせず，
客観的関連共同性で足りる」とする一方，「厳格な
責任を課する以上，関連共同性についても相応の
規制が課せられるべきである」と示しており，「多
数の汚染源の排煙等が重合して初めて被害を発生
させるに至ったような場合において，被告らの排
煙等も混ざり合って汚染源となっていることすな
わち被告らが加害行為の一部に参加している（い
わゆる弱い客観的関連）というだけでは不充分で
あり，より緊密な関連共同性が要求される」とす
る．ここでの「より緊密な関連共同性」とは，「共
同行為者各自に連帯して損害賠償義務を負わせる
のが妥当であると認められる程度の社会的に見て
一体性を有する行為（いわゆる強い関連共同性）」
であり，具体的判断基準としては，「予見又は予見
可能性等の主観的要素並びに工場相互の立地状
況，地域性，操業開始時期，操業状況，生産工程
における機能的技術的な結合関係の有無・程度，
資本的経済的・人的組織的な結合関係の有無・程
度，汚染物質排出の態様，必要性，排出量，汚染
への寄与度及びその他の客観的要素を総合して判
断することになる」とする．
　また，本判決において，被告関西熱化学と被告
神戸製鋼と被告大阪瓦斯の間にある「強い関連共
同性」について，判断基準のうち「生産工程にお
ける機能的技術的な結合関係の有無・程度，資本
的経済的・人的組織的な結合関係の有無・程度」
に着目していると解される64）．そして，その「判
例法理」はすでに四日市判決の解釈において見ら
れるところである65）．また，10社の企業の間に昭
和45年以降において，第719条第 1 項前段の共同不
法行為も肯定した「一体性」として，その内容は
主観・客観併用説の立場に最も近いと解されてい
る66）．
　以上，本判決は「客観的関連共同性」の内容に
ついてさらに具体的に定義したものである．そし
て，本判決の特色としては，「強い関連共同性」と
「弱い関連共同性」を分け，同条前段と後段に位置
づけている．しかし，その後，西淀川第二次～第
四次訴訟判決においては，再び「強い関連共同性」
と「弱い関連共同性」を第719条第 1 項前段の解釈
問題としている．以下において，その論理を確認
しておく．
⑹ 西淀川大気汚染公害第二次～第四次訴訟判
決67）
　西淀川第一次訴訟判決と異なり，本判決は，「西
淀川の大気汚染に起因する被害のすべて又は主要
な部分が特定工場群及び本件各道路によって惹起
されているとはいいがたく，その意味では主要汚
染源と評価することはできない」と判示し，そし
て，「汚染物質の一体性」について，「特定工場群
及び本件各道路を走行する自動車の汚染物質の西
淀川区への到達（侵害行為）は客観的にみて関連
共同性を有する」としつつ，本件特定工場群と各
道路との間に連帯責任を負わせる強い関連共同性
があると解することができないため，「重合的競
合」という概念を示し，民法第719条の類推適用に
より，国と公団に各道路の寄与の限度に限定する
責任を負わせるとした．
　本判決においては，第719条第 1 項前段における
共同不法行為の要件としての「客観的関連共同性」
について，「加害者側の共同加功の事実と被害者側
の証明の困難性等を考慮し，被害者保護の観点か
100
ら，各行為者の行為内容，各行為の関連性及び関
連共同した行為と結果との因果関係を主張立証す
ることにより，個々の行為者の行為と結果との関
係（各行為と結果との結びつき，各行為の寄与度）
について主張立証しなくても，共同行為に加功し
た者に対し，全部の結果について賠償を求めるこ
とができることとしたものと解するのが相当であ
る」ことを理由とする．そして，「共同行為の関連
性」については，「共同行為者の主観的側面に関わ
りなく，行為が客観的に関連し共同して結果を発
生させていることで足りるというべきである」と
述べる．そして，「右のように共同行為に客観的関
連性が認められ，加えて，共同行為者間に主観的
な要素（共謀，教唆，幇助のほか，他人の行為を
認識しつつ，自己の行為と合わさって被害を生じ
ることを認容している場合等）が存在したり，結
果に対し質的に関わり，その関与の度合いが高い
場合や，量的な関与であっても，自己の行為のみ
によっても全部又は主要な結果を惹起する場合な
ど（以下，このような場合を「強い共同関係」と
いう）は，共同行為の結果生じた損害の全部に対
し責任を負わせることは相当であり，共同行為者
各自の寄与の程度に対応した責任の分割を認める
必要性はないし，被害者保護の観点からも許され
ないと解すべきである」とする． 
　本件のような多数の汚染源が存在し，かつその
範囲の特定が困難である場合，その中，特定の汚
染源を選びだすことができるならば，本判決の論
理により第719条の適用ではなく類推適用になると
解されている68）．
　また，本判決は，第719条第 1 項前段の内容につ
いて，四日市判決においての「より緊密な一体性」
とするのではなく，「強い共同関係」において，「共
同行為者間に主観的な要素」，「共同行為への関与
の程度」などにより判断している．しかし，この
ような「共同行為への関与の程度」という基準に
よって，寄与度の多少による「関連共同性」を判
断するより，緊密性を基準とするほうが妥当であ
るとされる69）．また，四日市公害訴訟判決のよう
に第719条第 1 項前段により二つの効果が生じるこ
とがすでに前述のように，学説において批判され
ている．
⑺ 小 括
　以上，取り上げた下級審の判決は不十分ではあ
るが，その法理と学説に沿って，以下，整理して
いく．
　まず，共同不法行為における因果関係について，
通説と異なり，近時の判例と学説のいずれも，個
別的因果関係を必要としない．すなわち，関連共
同性のある共同行為によって，各行為者の行為と
結果との間の因果関係は法律上に推定されること
となる．
　次に，「関連共同性」の内容について，学説は一
致していないが，四日市公害訴訟判決をはじめ，
取り上げている判決においてはほぼ同様な議論が
展開されている．すなわち，「関連共同性」が「強
い関連共同性」と「弱い関連共同性」に分けられ
ている．もっとも，「弱い関連共同性」を第719条
第 1 項前段におくか，もしくは同条後段におくか
について，下級審における判決法理は分けられて
いる．
　しかし，多くの判例評釈も加え，少なくとも第
719条第 1 項前段の内容について決着がついている
と言えるであろう．要するに，第719条第 1 項前段
の「関連共同性」は「強い関連共同性」であり，
かつこれは「共同行為」とみられる前提であると
考えられる．そして，「強い関連共同性」によっ
て，加害者の立証により減責・免責が許されない
ため，「結果の発生に対して社会通念上全体として
一個の行為と認められる程度」を超え，「より緊密
な一体性」が要求される．この「より緊密な一体
性」はほぼ「主観的共同説」と一致し，「意思的一
体性」であると考えられる．
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Ⅳ 日 中 比 較
1 ．共同不法行為における「関連共同性」の内
容
⑴ 出発点としての「客観的共同説」と批判
　前述のように，狭義の共同不法行為において，
その「関連共同性」は「主観的共同」を意味する
のか，「客観的共同」を意味するのか，あるいは
「主観・客観共同」を意味するのかについては，日
中両国の学説は未だに一致していないのが現状で
ある．
　この点，日本における従来の通説である「客観
的共同説」は，被害者保護の立場から，共同不法
行為の要件として，不法行為の一般的要件を満た
さなければならないと主張しつつ，その中の因果
関係については，個別的因果関係を要求しない（又
は擬制する）とする．要するに，各行為者の行為
は客観的に関連して「共同の行為」となり，この
「共同の行為」との間に因果関係が存在すれば，当
該共同行為と因果関係がある損害結果について共
同不法行為責任を負うことになる．
　しかし，このような見解に対しては，緩やかな
成立要件によって，各行為者に連帯責任を負わせ
る根拠が問われることとなる．したがって，近時
の学説では，「関連共同性」の中に「主観的共同」
の要素を取り込んだうえで，その範囲を限定する
方向で議論がなされてきた．
⑵ 主観的共同説の比較
　⒜中国においては，侵権責任法が公布される以
前に通説となっていたのは「共同過錯説」であり，
侵権責任法が公布された後にも「共同過錯説」は
最も有力な考え方となっている．そして，この説
は「主観的共同」を主張しているため，日本にお
ける「主観的共同説」（前田説）と類似しているよ
うに思われる．もっとも，両国の学説においては，
「主観的共同」についての捉え方がやや異なってい
るため，以下，まず，中国における「共同過錯説」
（共同過失の部分）から検討していくこととする．
　⒝前述のように，「共同過錯説」は「共同故意」
以外，「共同過失」も含むという立場である．そし
て，その「共同過失」は各行為者に連帯責任を負
わせる根拠となっている．さらに，「共同過失」の
認定については，客観的に，各行為者は一個不可
分の損害結果に対しての「予見可能性」から判断
するとされる．つまり，共同過失による不法行為
責任は一般的不法行為責任に基づく結果回避義務
が課されていると言える．そして，各行為者は自
己の行為によって一個の結果（損害）をもたらす
ことについて，予見すべきであったというのは，
共同で行為を行う意思を前提としている．他に，
「共同過失」を認定するには，各行為者の間に一定
の関係を有することが要求されるとする見解もあ
る．具体的には，共同で作業をする場合，共同の
目的を有すること，あるいは共同の関係が存在す
る場合が挙げられている．
　これに対して，日本の学説によると，共同不法
行為が成立するためには，「主観的要素」を必要と
する．そして，この「主観的要素」については，
各行為者は他人の行為を利用し，他方，自己の行
為が他人に利用されるのを認容する意思をもつこ
ととする．その「主観的要素」は各行為者がそれ
ぞれ故意・過失があるうえで，他人の行為による
損害結果まで全部の責任を負う根拠となる．
　以上，日本における学説においては，共同不法
行為における「主観的要素」は何らかの「意思」
を見だすのに対して，中国の学説において，日本
の学説における「主観的要素」に相当するのは，
各行為者間に「共同過失」が存在することではな
いかと考える．そして，以上のことから，両国に
おける学説のいずれも帰責根拠を探究する立場で
あると言える．
　⒝また，両国における学説は，いずれも，「関連
共同性」を「主観的共同」と解釈している．もっ
とも，両国の学説において，典型的な主観的共同
の立場からみると，自己責任原則を厳しく要求す
れば，共同不法行為責任は「過失」という不法行
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為における基本的な帰責原理から離れ，被害者保
護の意味が失われるという考慮から，「主観的共
同」には，「共謀」のみならず，「主観的要素」が
存在する場合も含む．つまり，両者は主観的共同
の意味を拡張していると言える．
　そして，中国の学説においては，各行為者は「共
同してある行為を行う」場合，あるいは「共同の
関係が存在する」場合，いずれの場合にも「意思」
という要素を見だすことができると考えられる．
この他に，どのような関係において「共同過失」
として把握できるのかについては，中国における
学説の解釈は明確ではないため，後述のように，
日本における判例法理を加えて理解することが有
益であると考える．
⑶ 主観・客観共同説の比較
　他方，中国における「主観・客観共同説」の内
容は日本における「主観・客観共同説」の内容と
異なっている．しかしながら，両国における「主
観・客観共同説」のいずれも共同不法行為をめぐ
って，主観的基準及び客観的基準に基づいて類型
化することを主張している．そこで，その内容を
比較する必要がある．
　⒜まず，「主観的基準」に基づく類型としては，
中国の場合，「共同故意」，いわゆる「共謀」によ
る共同不法行為の場合であるとされるのに対して，
日本においては三つの学説に分けられ，以下のご
とくに主張されている．
　①淡路説は複数人の間に「共謀」あるいは「共
同する意思」がある場合，又は「損害発生の原因
行為に強い一体性がある」場合，この場合は主に
「コンビナート公害」が挙げられ，あるいは「損害
発生の結果へ強い寄与がある場合」であるとする．
　②平井説は「共謀・共通の意思」あるいは「共
同行為の認識」がある場合であるとする．もっと
も，「共通の意思」について，損害結果の発生では
なく加害行為に対して「共通の意思」があれば足
りるとされる．「共同行為の認識」とは各行為者は
共同の行為であることを認識しながらあえて当該
行為を行うことである．
　③四宮説は「一定の関係にある行為者の行為を
認容し，ないしは，そこから生ずる結果を引き受
ける」場合であるとする．
　⒝以上をまとめると，日本における「主観・客
観共同説」は，いずれも，「主観的基準」の場合に
おいて，前述した日中両国における「主観説」と
同様に，「関連共同性」を「共謀」より広く解釈し
ていると考えられる．これに対して，中国におけ
る「主観・客観共同説」は「主観的基準」につき，
「共同故意」に限定している．さらに，日本の上記
学説①及び②における「共同する意思」と「共通
の意思」はほぼ一致しているように思われる．つ
まり，ここでの「意思」とは，各行為者は損害結
果ではなく，共同行為に対する意思があれば足り
るということである．他方，上記学説③における
「一定の関係にある行為者」という解釈は，中国に
おける「共同過失」の認定基準と類似していると
考えられる．もっとも，如何なる関係であるかに
ついては，前述のように，必ずしも明確ではない．
　⒞「客観的基準」に基づく類型としては，中国
において，「各行為者の行為が密接に関連し，一個
の行為として損害をもたらし，各行為者の行為は
損害の発生に対して不可欠であり，かつその原因
力の大小（寄与度の割合）を計算できない」場合
であるとされる．これに対して，日本においては
上記三説が以下のように展開している．
　①淡路説は「弱い関連共同性」いわゆる「客観
的関連共同性」であるとする．その内容は「結果
の発生に対して社会通念上全体として一個の行為
と認められる程度の一体性がある」とする70）．
　②平井説は「客観的基準」を「意思的関与が存
在しない」場合であるとする．この場合において
は「加害行為の一体性」が要求される．すなわち，
当該加害行為は「場所的および時間的近接性の存
在」，「社会観念上の一体性」があることを「加害
行為の一体性」として見ている71）．
　③ 四宮説は「客観的基準」の場合が「客観的共
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同」と「主観的・客観的共同」という二つの場合
であるとする．前者は「社会観念上の一体性」が
要求される．かつ，加害者側の減責・免責は認め
られないとする．後者は「主観的共同の要素」及
び「客観的共同の要素」の組み合わせによる「共
同」である場合とする72）．
　⒟以上をまとめると，両国における「客観的基
準」に基づく共同不法行為については，中国の学
説においてはそれが「直接結合」いわゆる「客観
的関連共同」を意味している．しかし，その中の
「密接に関連する」という文言の中身につき，日本
の学説が主張している「客観的基準」の内容では
なく，むしろ「主観的基準」又は「主観説」の場
合に当てはまるように思われる．詳しくいえば，
日本における「客観的基準」においては，当該加
害行為について，「社会通念上の一体性」が求めら
れる．一方，中国における「客観的基準」につい
ての「密接に関連する」というのは単に客観的に
関連するいわゆる「社会通念上の一体性」のみで
はなく，その「密接に関連する」ことによって，
何らかの「主観的要素」が求められているのでは
ないかと考えられる．
⑷ 中国における学説と日本における判例法理
の比較
　⒜前述のように，中国における「共同過錯説」
において，どのような関係において各行為者間に
「共同過失」があるとして把握できるのか，又は
「主観・客観共同説」において，「密接に関連する」
ことについて，その基準も不明確である．この点
につき，日本の判例法理を通じて，中国に示唆を
与える点について，以下，分析を試みる．もっと
も，前述のように，最高裁判所による判決は学説
において，批判がなされており，共同不法行為の
成立について認め難いことが明らかになっている
ため，共同不法行為理論として用いるのは不適切
の可能性がある．また，下級審判決の中，西淀川
公害第一次訴訟判決及び西淀川大気汚染公害第二
次～第四次訴訟判決は四日市公害訴訟判決におけ
る判例法理とほぼ同様であるため，以下，中国に
おける学説と下級審判決（四日市公害訴訟判決）
を中心として比較を行う．これらの点を付言して
おく．
　⒝山王川事件判決後に，出された四日市公害訴
訟判決は共同不法行為における「関連共同性」を
「客観的関連共同性」としつつ，その内容を「強い
関連共同性」と「弱い関連共同性」に分けている．
そして，判例評釈により前者の場合は日本におけ
る「主観的共同説」とほぼ一致すると解され，加
害者側の減責・免責が許されないのである．その
判例法理につき，以下，中国における学説と比較
しておくこととする．
　本事案における「強い関連共同性」については，
「機能的技術的経済的に緊密な結合関係」を有する
こと，「密接不可分に他の生産活動を利用し合いな
がら，それぞれその操業を行う」こと，「資本的な
関連」があることなどが挙げられている．そして，
このような「より緊密な一体性」があるとき，そ
こに「意思的関与」が認められ，帰責性があるこ
ととなる．
　これに関し，中国における「共同過錯説」によ
ると，各行為者の行為を一個の行為として認定す
る前提は「共同過失」である．さらに，「共同過
失」の認定について，各行為者間に「共同で行為
を行う意思」があること，あるいは「各行為者の
間に一定の関係」を有することが求められる．い
ずれの場合においても，「意思的関与」が見られ，
日本における判例論理とほぼ一致していると考え
られる．つまり，「共同で行為を行う意思」がある
場合はもとより，「各行為者の間に一定の関係」を
有する場合にも，その「一定の関係」においては
「意思的関与」の存在が認められる程度の関係，い
わゆる関連性であると考えられる．
　また，中国における「主観・客観共同説」から
みると，「客観的共同」においては「密接に関連す
る」ことが必要とされる．ここでの「密接に関連
する」という点については四日市訴訟判決の判例
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法理から理解するのが非常に有益であると考えら
れる．すなわち，「密接に関連する」ことにおい
て，各行為者間に「機能的技術的経済的に緊密な
結合関係」を有することや「資本的な関連」があ
ることなど具体的な基準をつけることができる．
このような密接な関係があるからこそ，「主観的要
素」が生じるのである．そうだとすると，中国に
おける「主観・客観共同説」の内容は実際に日本
における「主観説」に類似すると考えられる．
⑸ 小 括
　⒜まず，両国における学説を比較すると，以下
の点が明らかになった．
　日本における「主観的共同説」と中国における
「共同過錯説」（主観説）は，いずれも，主観的共
同をより広く解釈している．すなわち，「共謀」・
「意思の連絡」のみではなく，何らかの「主観的要
素」によって行為の一個性が承認されるのである．
要するに，両国の主観説において，帰責根拠を探
究する一方，被害者保護も重視していると思われ
る．
　他方，両国における「主観・客観共同説」は，
共同不法行為を「主観的共同」と「客観的共同」
に分けており，類型化している．そして，「主観的
共同」の場合に，加害者側の減責・免責を許され
ないのに対して，「客観的共同」の場合には，見解
が分かれている．かつ，その内容も必ずしも一致
していない．すなわち，中国における「主観・客
観共同説」の内容は日本における「主観説」の内
容に近いのである．つまり，中国における「客観
的共同」の場合においても，「主観的要素」が要求
されていると考えられる．
　これに対して，日本における「主観・客観共同
説」は「主観的共同」を「主観説」と同じく，「共
謀」より広く解釈している．一方，「客観的共同」
においては，「社会通念上の一体性」が要求され
る73）．
　⒝以上のことから，比較法研究を通じて，以下
の二つの点について，両国の解釈に示唆を与える
点が存すると考える．
　第一に，日本の学説及び判例法理においては，
共同不法行為をめぐって，「社会通念上の一体性」
を超え，「より緊密な一体性」もしくは「意思的関
与」が要求されるという議論は，中国の「共同過
失」についての認定，あるいは「密接に関連する」
中身が明らかになるように示唆を与える部分があ
る．
　第二に，中国の学説においては，各行為者は共
同の関係に基づいて，他人に対して注意義務を負
い，かつ他の行為者を監督し共同で注意義務を負
うという議論も，日本にその帰責根拠を具体的に
展開するように示唆を与える部分もあるのではな
いかと考えられる．
Ⅴ むすびに代えて
　冒頭で述べたように，日本における従来の通説
は被害者保護を厚くするという考慮から，共同不
法行為責任における「共同」の意味を「客観的関
連共同」と解釈する立場である．もっとも，「客観
的関連共同」をもって足りるということから，加
害者側の責任分担が問題となる．とりわけ，損害
結果に対してわずかに寄与した行為者になぜ連帯
責任を負わせるのかという問題である．このよう
な問題を念頭におき，通説に対して，被害者保護
の立場に立つと同時に，民法第719条第 1 項前段に
よって連帯責任が課せられる理由，いわゆる帰責
根拠の探究も重視されてきた．そこで，近時，共
同不法行為における「関連共同性」と「因果関係」
をめぐって，共同不法行為理論の再構成が試みら
れている．そして，この二つの点につき，学説と
判例法理の到達点はほぼ一致しているように思わ
れる．
　すなわち，「関連共同性」について，「強い関連
共同性」が認められる場合においては，「より緊密
な一体性」によって，加害者側の減責・免責が許
されないこととなる．このような場合には，「主観
的共同説」と「主観・客観共同説」における「主
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観的共同」のいずれも，下級審の判例法理におけ
る「より緊密な一体性」に相当する「主観的要素」
を主張している．換言すれば，「より緊密な一体
性」によって，その「主観的要素」いわゆる「意
思の共通」や「意思的関与」などを見だすのであ
る．すなわち，各行為者に連帯責任を負わせる理
由，いわゆる帰責根拠としては，「主観的要素」が
不可欠である．
　そして，日本における学説は帰責根拠として「主
観的要素」を必要とするのに対して，中国におけ
る「共同過錯説」も，帰責根拠及び被害者保護を
念頭におき，共同不法行為責任が成立する前提と
して，「共同過錯」が必要とされる．しかし，冒頭
で述べたように，「共同過錯」における「共同過
失」の認定基準が不明確であるため，共同不法行
為における連帯責任の射程も明らかではない．こ
の点につき，「共同で行為を行う意思」を有する場
合，又は「各行為者間に一定の関係」を有する場
合において，「共同過失」として認められるという
見解が見られる．換言すれば，各行為者はそれぞ
れの行為によって，一個の損害をもたらすことを
どのように予見すべきであったのかという問題に
ついて，学説の解釈によると，各行為者間に「行
為を行う意思」あるいは「一定の関係」が要求さ
れる．
　以上，本稿からみると，以下のことが明らかと
なった．中国における学説は「共同性」文言を典
型的な主観的共同の立場からより広く解釈してい
る立場であるのに対して，日本における学説は「共
同性」文言を客観的共同の立場から限定するよう
に解釈している立場である．そして，両国の学説
の到達点はいずれも，共同不法行為における「共
同性」において，「主観的要素」が求められている
のである．詳しくいえば，両国における学説のい
ずれも，主観的共同としては「意思の連絡」のみ
を意味するものではない．日本における近時の学
説においては各行為者間に「共同する意思」，「意
思の共通」，「意思的関与」あるいは「より緊密な
一体性」がある場合において，共同不法行為が成
立すると主張している．すなわち，このような場
合には，何らかの「意思」を見だすことができ，
当該「意思」によって帰責根拠があることとなる．
一方，中国における学説は各行為者間に「共同過
錯」（共同故意・過失）が存在する場合において，
共同不法行為が成立すると主張している．すなわ
ち，その帰責根拠としては，各行為者間に共同の
過失による注意義務に違反することである． 
　また，冒頭で述べたように，共同不法行為の成
立要件である「共同性」は，連帯責任の射程にも
影響を与える．そこで，両国において，数人によ
る不法行為の場合，「主観的要素」を欠くとき，加
害者側の責任分担問題も考慮すべきこととなる．
もっとも，この点について，本稿で論述すること
ができず，今後の課題として取り組みたい．かつ，
両国においては，共同不法行為が成立する際に，
各行為者間に何らかの「意思」や「関係」を有す
ることを前提としているが，その内容については
相互にどの程度まで当てはまるかという問題も残
されている．以上の点を今後の課題とし，本稿を
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